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事　　務　　執　　行　　概　　要
近年の府内における都市化の急激な進展に対処し、安全で快適な街づくりをめざして治水施設の整備、ダムの建設及び砂防施設の整備等に努めた。

府内の法河川は、下表のとおりである。
	所　　　　管
	河川数
	延　長
	主　　な　　河　　川

	法

河　　　

川
	国土交通省
	　　　　本

18
	　　　 ㎞

80.2
	淀川、大和川、猪名川

	
	大　阪　府
	　　　　本

154
	 ㎞

777.2
	穂谷川、天野川、天見川、飛鳥川

西除川、松尾川、槇尾川、春木川

寝屋川、恩智川、第二寝屋川

旧淀川、神崎川、安威川

	
	大阪市
	      　本

     6
	㎞17.4
	道頓堀川、住吉川、東横堀川、

今川、駒川、鳴戸川

	
	堺　　　　　　市
	      　本

　　 4
	㎞7.1
	狭間川、内川、内川放水路

土居川

	
	計
	本　　182
	㎞881.9
	


（注1）　所管別河川数は、重複で計上

(注2)   法河川　→　一級、二級河川

予　算　執　行

当該年度予算の執行にあたり、地方自治法並びに大阪府財務規則に基づき効率的な執行に努めた。

(ｱ) 歳　　　　入

当該年度における歳入額の主なものは国庫補助金、受託事業収入及び河川使用料で、その内容は次のとおりである。
一般会計
	科目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　　考

	負　　担　　金
	円

          101,849,065
本課収入

93,018,555
予算執行機関収入

8,830,510

	      ％

　　　0.9

	・河川砂防事業負担金

	使　　用　　料
	円
1,156,610,570
(予算執行機関収入)

	％

10.6

	・河川砂防事業使用料

	手数料
	円
0
（本課収入）

	％

0.0


	・河川砂防事業手数料

	国庫補助金
	                     円
8,976,563,500
(本課収入)

	％

82.6

	・河川砂防事業補助金

	財産売払収入
	　　　　　　　　　　円
       23,258,201
(予算執行機関収入)

	％
　0.2

	・都市整備費物品売払収入

	基金繰入金
	　　　　　　　　　　円
           136,048,371
　　　　　（本課収入）

	％
1.3
	・公共施設等整備基金等

	科目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　　　　　　　考

	延滞金
	円

456,200
(予算執行機関収入)


	％

0.0

	・河川砂防事業使用料等延滞金

	受託事業収入
	　       　　　　　　円
465,105,774　
本課収入

  5,800,440
予算執行機関収入

          459,305,334　
	％

4.3

	・河川砂防事業受託金

	雑入
	　　　円
          7,945,510　
  本課収入

　　　　　　 　　4,472
 予算執行機関収入

　　　　　7,941,038　
	　　　％

0.1

	・安威川ダム建設現場周辺で生じる建設発生土の受入料等の収入

	計
	円
10,867,837,191
本課収入

9,211,435,338
予算執行機関収入

       1,656,401,853  
       
	       ％

100.0


	


(ｲ) 歳　　　　　出

当該年度における歳出額の主なものは、河川砂防事業で、その内訳は次のとおりである。

	科目
	執　行　額　済
	事業比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円 

12,646,811
（本課執行）


	％

0.0
	・事業執行に必要な旅費等の事務費

	道路橋りょう費
	円 

180,000,000

（本課執行）


	％

0.4
	・安威川ダム水特法12条

負担金

	河川砂防費
	円
44,570,047,334　　　　　
本課執行

3,395,157,657
部内他課執行
17,650,630
予算執行機関執行

40,886,605,089
他部局執行

      　  270,633,958

	％

99.6

	・河川区域等の維持管理及び河川の各種調査等

	一般管理費
	円

683,696　

（本課執行）


	　 ％

0.0


	・非常勤職員の雇用

	障がい者

福祉推進費
	円

297　

（本課執行）


	　 ％

0.0


	・非常勤職員の雇用

	計
	                 円
    44,763,378,138 

本課執行

3,588,488,461
部内他課執行

17,650,630
予算執行機関執行

40,886,605,089
他部局執行

270,633,958

	　　　％

100.0


	


(1) 総務グループ

室の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、河川・砂防事業の円滑な推進を図るための室内外の連絡調整に努めた。

ア．人　事　管　理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すと　ともに、職場の明朗化と事務処理効率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整理改善をはかり、室員の健康保持と疾病予防に努めた。

ウ．事務執行概要
①　歳　　　入

	事業名
	執　　行　　状　　況
	 収 入 済 額
	根拠法令

	河川海岸費　負担金
	淀川水系　谷川

砂防事業に関する負担金等。

	円

93,018,555
（本課収入)

平成27 年度
92,049,232  
平成26年度

54,535,375  

	


	事業名
	執　　行　　状　　況
	収 入 済 額
	根拠法令


	河川海岸費  補助金
	国土交通省水管理・国土保全局所管にかかる河川の各事業及びダム、砂防、急傾斜地崩壊対策事業に対する国庫補助金収入。
	円

8,976,563,500
(本課収入)

平成27年度

9,210,138,000

平成26年度

11,404,078,383

	河川法

砂防法

補助金等適正化法

	基金繰入金
	　南海トラフ巨大地震対策として防潮堤の耐震化事業に対する基金繰入金収入等。
	円

136,048,371

(本課収入)

平成27年度

141,089,210 

平成26年度

　45,753,232　 

　
	

	河川海岸

受託事業収入
	「川の駅」はちけんやにおける情報発信にかかる国土交通省からの受託収入等。
	　　　　　円

5,800,440
（本課収入)

平成27年度

3,130,680
平成26年度

8,867,400

	

	雑　　　　入
	行政文書複写費用等の収入。
	　円

4,472
（本課収入）

平成27年度

　　　4,659,626
平成26年度

　　　    20,115

	


②　歳　　　　出
	事業名
	執　　行　　状　　況
	執 行 済 額
	根 拠 法 令

	建設事業事務費

市町村

指導監督費

（都市整備
総務費）
	事業執行に必要な旅費等の事務費等を支出した。
	円

12,646,811　

 (本課執行)

平成27年度

11,988,012 
平成26年度

12,844,647  

	

	各種協会

負担金
	治水､利水事業、防災事業､各種事業の企画調査研究並びに文献、雑誌の配布など啓発活動を行う各種団体に参与し、あるいは水防活動の円滑化を期すなどの目的で寝屋川流域協議会等に対して負担金を支出した。


	　　　円

2,344,500 

本課執行 
  2,284,500 

予算執行機関執行
 60,000 
平成27年度

755,000  
平成26年度

　 695,000  

	

	国直轄事業　　負　　担　　金
	国土交通省が管理する淀川、大和川、猪名川の改修及び環境整備、砂防、地すべり対策、その他水資源開発機構の実施する建設ダム事業等に対し、地元負担金を支出した。
	      　　　円
2,778,498,195

(本課執行)

平成27年度

3,840,943,778
平成26 年度

3,627,973,784


	　河　川　法

砂　防　法

地すべり等

防　止　法

水資源開発

機　構　法

地方財政法


(2)　計画グループ

河川事業を円滑に推進し適正な管理を行うため、河川全般に関する計画の立案や諸調査などを実施するとともに、府内の雨量、水位等の観測情報を集中管理する水防災情報シス

テムの維持管理や府管理河川のリアルタイムな流況を提供する河川カメラの設置、並びに水防災情報システムの再整備にかかる詳細設計を行った。

また、他の機関との連絡調整や各種協議会への参画、並びに河川室全般に係る技術的事項等について適正な事務の執行に務め、河川事業の円滑な推進を図った。

平成28年度の事務執行概要は、次のとおりである。

１．計画及び調査

○河川整備基本方針及び河川整備計画の策定（大阪府河川整備審議会の運営）

○「今後の治水対策の進め方」を踏まえ、府管理河川での治水目標、治水手法の設定

○府管理河川における流量観測の実施

２．他の機関との連絡調整及び各種協議会

○河川砂防事業等に係る連絡調整

○南海トラフ巨大地震に伴い発生する地震・津波対策に係る連絡調整

○「今後の治水対策の進め方」に基づく、洪水リスクの周知、流出抑制、耐水型都市づくり、情報伝達・避難の実施に向けた連絡調整

３．その他の事項

○陳情及び要望、各種調査照会の処理、都市計画意見照会

ア．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	審議会費

（都市整備
総務費）

	「今後の治水対策の進め方」を踏まえ、府内河川における当面の治水目標及び治水手法を設定し、河川整備計画を策定するため、河川整備審議会等を開催した。
	円

2,790,300
（本課執行）

平成27年度

2,700,824
平成26年度

3,032,358

	河川法



	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川砂防調査費

(単独)
	地盤沈下の状況を把握するため、大阪府内全域で行う水準測量
	円

0

（本課執行）

平成27年度

11,261,160

平成26年度

0


	大阪府

環境基本条例

	河川管理費

（単独）
	河川計画の策定や河川の適正な管理に資する水文データの収集のため、流量観測等の調査を行った。


	円

4,154,760

（予算執行機関執行）
平成27年度

5,050,080

平成26年度

6,884,426

	河川法

	河川維持費

（公共）
	河川の情報基盤である流況監視カメラ設備の整備
	                  円

0

（予算執行機関執行）
平成27年度

179,578,600

平成26年度

205,000,000


	水防法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	避難行動支援

事業費

（単独）
	府民へ確実・迅速な防災情報を提供するため、河川カメラの設置を行った。

（平成27年度より執行）
	　　　 円

49,995,856

本課執行

6,721,920
予算執行機関執行

12,210,976

他部局執行

31,062,960


平成27年度

68,656,250

平成26年度

　　　　 　　 　 0


	水防法

	耐水型都市

づくり事業費
	大正川流域においてため池の治水活用とその効果の検討を行った。

（平成28年度のみ）
	円

13,500,000

（予算執行機関執行）

平成27年度

－

平成26年度

－ 


	

	水防災システム再整備事業費（公共）
	水防災情報システムの再整備にかかる詳細設計を実施した。

（平成28年度より執行）
	円

41,426,640 

（他部局執行） 
平成27年度

－

平成26年度

－ 


	水防法


 (3)　都市河川グループ

東部大阪地域の治水対策の根幹をなす寝屋川流域では、「寝屋川流域整備計画」に基づき、河道改修や治水緑地、地下河川の建設等を実施した。

大阪市内及び泉州地域では、南海トラフ巨大地震による被害想定を踏まえた防潮施設の再点検結果から、満潮時に地震直後から浸水する箇所を重点的に、各種防潮施設の耐震対策等を実施した。

平成28年度の事務執行概要は、次のとおりである。

ア．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	寝屋川水系

改良費

(公共)
	社会資本整備総合交付金事業として寝屋川流域整備計画に基づき、恩智川の河道改修、恩智川治水緑地、恩智川（法善寺）多目的遊水地、寝屋川北部地下河川等の事業を実施した。


	円

3,774,171,069

予算執行機関執行
3,675,171,069

他部局執行

99,000,000
平成27年度

2,964,367,025

平成26年度

5,537,764,868


	河川法

	寝屋川水系

改良費

(単独)
	単独事業として寝屋川流域整備計画に基づき、恩智川等の河道改修等を実施した。
	円

916,195,346

予算執行機関執行
889,321,226

他部局執行

26,874,120

平成27年度

503,871,400

平成26年度

545,099,300

	河川法


	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	都市小河川

改良費
	寝屋川流域整備計画に基づき、城北川と大川の河道改修を実施するため、大阪市と東大阪市に対して補助した。
	円

94,500,000

（本課執行）

平成27年度

113,090,000

平成26年度

75,806,000


	河川法

大阪府都市河川事業府費補助金交付要綱

	津波・高潮

対策費

(公共)
	社会資本整備総合交付金事業として安治川、木津川などの防潮堤補強工事等を実施した。
	　    円

3,233,761,313
(予算執行機関執行)

平成27年度

3,988,662,563
平成26年度

6,736,364,960

	河川法

	津波・高潮

対策費

(単独)
	神崎川、中島川などの防潮堤補強工事等を実施した。
	円

13,406,644,883

本課執行

78,272 
予算執行機関執行
13,406,566,611

平成27年度

15,439,926,580  
平成26年度

7,955,149,624


	河川法


(4)　地域河川・ダムグループ

１．中小河川改修事業

　　　洪水に対する治水安全度の向上を図るため、洪水リスクの高い芦田川、穂谷川など府内の中小河川において、河川改修を実施した。また、槇尾川上流部において、「真に水害に強いまち」の実現に向けた取り組みを推進した。

２．ダム事業
①安威川ダム建設事業

　安威川流域の治水対策として、ダム本体建設工事や付替道路整備等を推進した。

②ダム管理（箕面川ダム、狭山池ダム）

　ダム管理施設の点検・補修等を行い、適正なダムの管理に努めた。なお、狭山池ダムでは、貯水池の水質改善に向けた取り組みの一環として、非かんがい期に貯水位を低下させる「池干し」を前年度に引き続き実施した。

③狭山池博物館

平成21年より開始した大阪狭山市立郷土資料館との共同運営を行い、施設の適正な維持管理に努めた。

1． 事務執行概要（中小河川改修事業）

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川改良費

(公共)

事業名
	　　　　　　　　　　　　　

社会資本整備総合交付金事業として改修計画に基づき、芦田川外13河川の改修事業を実施した。

執　行　状　況
	円

1,897,930,536

  (予算執行機関執行)


平成27年度

1,571,033,996
平成26年度

2,860,472,708
執　行　済　額
	河川法

根拠法令

	河川改良費

(単独)
	単独事業としての改修計画に基づき、穂谷川外26河川について改修事業を実施した。


	　　 　　　  　円 

1,222,780,908

本課執行

48,559  

部内他課執行

1,178,000　
予算執行機関執行
1,211,074,349

他部局執行

10,480,000

平成27年度

892,284,553
平成26年度

699,389,102

	河川法

	槇尾川

治水対策

（河川改修）

事   業  費　
	（槇尾川）

「真に水害に強いまち」の実現のため、槇尾山仏並線の整備及び、ダム事業用地の保全のための基盤整備工事を実施した。


	円

384,272,000

(予算執行機関執行)

平成27年度

766,828,000
平成26年度

275,583,366
	河川法


　イ．事務執行概要（ダム事業）

	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川維持費

(単独)


	箕面川ダム・狭山池ダム

ダムの管理として各施設の点検や補修等を行った。


	円

74,566,658
部内他課執行

1,618,000
予算執行機関執行

72,948,658
平成27年度

76,634,595

平成26年度

71,364,274


	河川法



	ダム建設費

（公共）


	安威川ダム

ダム本体建設工事及び付替道路整備等を推進した。
	円

5,495,996,434

(予算執行機関執行)

平成27年度

5,749,716,005

平成26年度

4,796,379,270 


	河川法

	ダム建設費

（単独）
	安威川ダムほか

ほ場整備工事、ダム貯水池の水質改善に関する調査・検討等を実施した。
	円

834,336,362

本課執行

145,002,189

予算執行機関執行

689,334,173

平成27年度

887,440,318

平成26年度

491,806,385


	河川法



	　事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	狭山池博物館

運営事業費


	狭山池博物館の運営管理を行った。


	円

94,765,636
本課執行

6,980
部内他課執行

215,976

予算執行機関執行

94,542,680
 

平成27年度

91,810,448 

平成26年度

       91,026,303


	河川法




 (5)　管理グループ

河川が適正に利用されるよう、良好な河川環境の維持に努めるとともに、管理に万全を
期するほか、関係法令に基づき、各種許認可・取締り、その他行政処分を行い、事務の適正執行に努めた。
また、災害防止のため砂防指定地等の管理に万全を期するほか、関係法令に基づき各種許認可・取締り、その他の行政処分を行い、事務の適正執行に努めた。

さらに水質の汚濁防止等の協議会に参与して、必要な事務の連絡調整に努めた。
平成28年度の事務執行概要は、次のとおりである。

· 河川管理延長
	種　　別
	水系別
	本数
	総延長
(左右岸平均)
	備            考

	一級河川
	淀川水系
	本

97
	ｍ
448,056
	(内7本は国土交通大臣分と重複)

	
	大和川水系
	20
	139,331
	(内1本は国土交通大臣分と重複)

	
	小　　計
	117
	587,387
	

	二級河川
	単独水系
	37
	189,876
	

	合　　　　計
	154
	777,263
	


· 砂防指定地累計

	区   分
	27年度末
累計
	28年度    指定分
	28年度    解除分
	28年度

累計
	備考

	箇所数
	414
	0
	2
	414
	

	面積(ha)
	32,223.254
	0
	4.45
	 32,218.804
	


ア．公　用　廃　止

河川工事の結果、河川区域内の土地として管理する必要のなくなった河川について、

河川区域の廃止と廃川処分を行った。

	河川の種類
	河川名  
	面積（㎡）
	告示年月日
	告示番号

	一級河川
	安　威　川
	155.24
	H28.4.20
	告示第708号

	二級河川
	妙　見　川
	447.70
	H28.5.17
	告示第858号

	一級河川
	兎　川
	39.68
	H28.10.26
	告示第1762号

	二級河川
	住　吉　川
	166.37
	H29.1.17
	告示第54号

	計
	808.99㎡


イ．河川の占使用等許可

河川法及び大阪府河川管理規則に基づき、河川の占使用等の許可を行い、河川の保全と適正な利用に努めた。これらの占使用等の行為については、事務所長等にその権限を委任(特定のものは知事承認)している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	課所名
	承認工事
	水利使用
	土地の

占用
	工作物の
新築等
	土地の

掘削等
	保全区域

内行為
	計

	河川室
	0
	5
	5
	0
	0
	0
	10

	池田
	1
	0
	317
	82
	2
	90
	492

	茨木
	2
	0
	580
	207
	19
	148
	956

	枚方
	2
	0
	382
	155
	3
	83
	625

	八尾
	0
	0
	360
	73
	1
	63
	497

	富田林
	2
	0
	683
	192
	2
	100
	979

	鳳
	0
	0
	501
	106
	1
	66
	674

	岸和田
	0
	0
	308
	78
	3
	56
	445

	西大阪
	2
	0
	913
	147
	6
	107
	1,175

	寝屋川
	1
	0
	570
	138
	3
	156
	868

	計
	10
	5
	4,619
	1,178
	40
	869
	6,721


ウ．河川巡視状況

河川における各種違法行為の是正を図るとともに、不法投棄の防止に努めるため河川パトロールを実施した。

	区分
	巡視回数
	巡視人員
	措　　　　　置

	
	
	
	注意件数
	告発件数

	昼間
	回

2,889
	人

8,035
	件

36
	件

0 

	夜間
	133
	455
	0
	0

	計
	3,022
	8,490
	36
	0 


エ．広報活動について

(ア)　河川愛護啓発事業

河川に対する府民の理解と関心を深めるとともに、河川を常に安全、適切かつ美しく利用する気運を高めながら、流域府民とともに良好な河川環境を積極的に創出・保全するために、広く府民に河川愛護思想の周知を図っている。

平成28年度は、主として次の事業を行った。

(1)　河川クリーンキャンペーン

内　 容　　市町村、地元自治会等の協力を得て、河川清掃を実施。

場　 所　　府内河川(85河川・227箇所)

(2)　親子で学ぼう河川見学会

狭山池再発見

内　 容　　富田林土木事務所管内の狭山池ダムにおいて、狭山池ダムの文化、歴史、治水、自然等の紹介を行った。

日　 程　　平成28年7月16日（土）

(3)　河川愛護功績者への感謝状交付

内　 容　　河川清掃、河川環境の美化・保全等に功績のあった団体又は個人に

対して感謝状を交付。(団体：4)

(イ)　アドプト・リバー・プログラム

内　 容　　府民と協働した河川環境美化を推進するため、地元自治会等が行う

清掃や緑化などのボランティア活動を支援するアドプト・リバー・

プログラムを平成14年度から本格実施している。

実施状況　 201ｶ所で認定　　参加人数40,737人　活動延長　約211㎞

オ．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川管理費


	河川の保全と適正な利用を図り、河川管理の適正化を進めるため、塵芥不法投棄や不法占拠の取締り及び転落防止のための防護柵の設置並びに河川敷地の公用廃止処分等に務めるとともに、府民の河川に対する愛護精神の高揚を図るため、河川愛護月間の諸行事を実施した。

砂防指定地内等についての現況調査及び表示板の設置を行うとともに土砂災害に対する防災意識の普及を図るため土砂災害防止月間の諸行事を実施した。
	円

76,047,039 
本課執行

8,733,498 
部内他課執行

　　　 7,709,360

予算執行機関執行
59,178,259 
他部局執行

425,922   
平成27年度

73,846,166

平成26年度

75,119,491
	河川法

特定都市河川浸水被害対策法

砂防法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

地すべり等防止法


カ． 砂防指定地等の管理

(ｱ)　砂防指定地内行為の許可

砂防法及び大阪府砂防指定地管理規則に基づき、砂防指定地内行為に許可を行い、砂防指定地の適正な管理に務めた。

	事務所名
	件数
	うち本課執行件数

	池田
	11
	2

	茨木
	51
	6

	枚方
	51
	2

	八尾
	2
	0

	富田林
	1
	0

	鳳
	4
	0

	岸和田
	2
	0

	計
	122
	10


(ｲ)  広報活動について

○「土砂災害防止月間(6月)」

近年多発する土石流・地すべり・がけ崩れ等の土砂災害の現状を踏まえ、土砂災害に対する府民の理解と関心を深めるとともに、防災対策を強化するために土砂災害に関する防災知識の普及、警戒避難体制の整備等を推進し、土砂災害による生命、財産の被害の防止に資することを目的とする。

平成28年度は、主として次の事業を行った。

(1)砂防フェア

内　 容：砂防関連パネル等展示

と　 き：①平成28年6月1日～平成28年6月15日

　　　　　　　　 　 ②平成28年6月16日～平成28年6月30日

ところ： ①四條畷市役所

　　　　　 ②枚方土木事務所

(2)平成28年度土砂災害防止に関する絵画・ポスター・作文募集

募集対象：府内の小中学生

募集期間：平成28年6月1日～平成28年9月15日

応募点数：絵画5点、作文1点

(3) 平成28年度みんなで防ごう土砂災害in亀の瀬

主　　催：本府及び国土交通省近畿地方整備局大和川河川事務所

と　　き：平成28年6月4日

ところ：亀の瀬地すべり資料室

内　　容：国土交通省近畿地方整備局・大和川河川事務所の協力を得て、土砂災害講座、地すべり事業紹介、現地見学を実施

参加者数：57名

(3) 土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：箇所）
	
	27年度末
	28年度指定
	28年度解除
	28年度末

	警戒区域
	4,903
	4,065
	623
	8,345

	特別警戒区域
	3,836
	3,929
	7
	7,758


(ｴ)　 その他

· 砂利採取計画の認可

平成28年度の処理件数　0件

キ　特定都市河川流域における許認可等について

1 　雨水浸透阻害行為の許可

特定都市河川浸水被害対策法及び大阪府特定都市河川浸水被害対策法施行細則に基づき、雨水浸透阻害行為に対する許可を行い、特定都市河川流域における浸水被害の防止に務めた。

	
	処理件数
	備　　考

	河川室
	5(3)件
	(　)内は変更許可


2 　雨水浸透阻害行為の許可等に伴う権限移譲に係る交付金

大阪府特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例及び大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づく交付金は、対象市である門真市、守口市、柏原市及び藤井寺市に交付した。

	事　　　　務
	処理件数
	交付金交付額
	

	雨水浸透阻害行為の許可
	13
	818,000円
	

	雨水貯留浸透施設の機能阻害行為の許可
	―
	―
	

	保全調整池の指定
	―
	―
	

	保全調整池の機能阻害行為の届出受理
	―
	―
	

	標識設置
	2
	36,000円
	

	合　　　計
	15
	854,000円


　

ク．採石場の認可等に伴う事業
岩石の採取に伴う災害を防止し、採石業の健全な発達に資することを目的とした採石法に基づき、岩石採取計画の認可など次の事業を行った。
(1) 採取計画の認可
採石業者の災害防止能力に関する技術、施設等物的面について､岩石採取事業の着手前に規制を行うため、岩石採取場ごとに定める「採取計画」の認可を行い､「採取計画」の遵守義務を課すことにより、災害の防止と自然環境を保全し、採石業者の健全な発達を図った。

	年度

項目
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	認可申請件数
	0
	0
	0

	変更認可申請件数
	0
	0
	2

	軽微変更届出数
	2
	1
	0


（平成29年3月31日現在　認可業者数：14、認可事業所数：17件）
(2) 事業所への立入検査
出水期である梅雨期及び台風期に先立ち、関係各課及び地元市町村等と合同で立入

検査を実施し、災害発生の未然防止及び採石業者への指導を実施した｡
また、これらの時期以外にも岩石採取場の状況等により、随時立入検査を行い、岩

石採取に伴う災害の未然防止に努めた｡

	年度

項目
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	梅雨期前合同立入検査数
	21
	21
	22

	台風期前合同立入検査数
	12
	7
	7

	随時立入検査数
	0
	0
	0


(6)　環境整備グループ

河川の治水上の機能や環境を保持するため、堆積土砂の除去、堤防天端の補修、雑草の刈取り塵芥の除去を実施するとともに、排水機場、水門、鉄扉等の河川管理施設の維持管理を行った。

また、河川水質の改善を図るため、浄化浚渫等を実施するとともに府民が水辺に親しみ憩いの場として利用できる河川環境を創出するため、環境整備事業を行った。
このほか水環境の改善を目的とした協議会等に参画するなどして、必要な事務の連絡調整に務めた。

ア．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川維持費

（公共）
	排水機場、水門等の河川管理施設の維持管理コストの抑制と平準化を図るため、長寿命化計画の策定及び計画的な施設補修や更新等を実施した。


	円

749,999,480

(予算執行機関執行)


平成27年度

573,819,480
平成26年度

412,698,560
	河川法

	

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	河川維持費

（単独）
	河川の治水上の機能や環境を保持するため、各河川において、堆積土砂の除去、堤防天端の補修、雑草の刈取り塵芥の除去を実施した。

また、排水機場、水門、鉄扉等の河川管理施設の点検や補修等を実施した。
	円

6,055,879,509
本課執行

78,284,806
部内他課執行

6,443,294

予算執行機関執行
5,970,881,613
他部局執行

269,796


平成27年度

5,915,125,096
平成26年度

6,335,228,235

	河川法

	河川環境

整備費


	府民が水辺に親しみ、憩いの場として利用できるように、芥川において、環境整備を実施した。

また、汚濁の著しい河川において、水環境の改善を図るため河川浄化事業を実施した


	円

423,142,364
(予算執行機関執行)


平成27年度

417,218,510 

平成26年度

418,520,275 
	河川法

環境基本法

	河川更新費

（単独）
	老朽化が著しい河川管理施設の更新を行うことにより治水機能を回復するため、石津川の護岸の更新等を実施した。

（平成28年度より執行）
	円

300,000,000 
(予算執行機関執行) 

平成27年度

－ 
平成26年度

－ 

	河川法

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	津波高潮ステーション管理運営事業

（単独）
	津波・高潮が発生したときの西大阪地域の防災拠点の維持および津波・高潮災害に関する普及啓発、府民の防災意識の向上のため、津波・高潮ステーションの運営及び維持管理を実施した。


	円

30,539,149
部内他課執行
486,000

予算執行機関執行
30,053,149


平成27年度

12,248,105
平成26年度

13,502,130

	

	川の駅

はちけんや

管理運営事業（単独）
	八軒家浜における船着場機能、情報発信機能及び来訪者へのサービス提供機能を有した賑わい施設の運営及び維持管理を実施した。


	円

10,034,514
(本課執行)


平成27年度

9,898,225 

平成26年度

10,157,771 
	

	


(7)　砂防グループ

大阪府は、三方を山で囲まれており、高度経済成長期の人口増に伴い、都市化が山麓、山間部までひろがり、府内には、土石流、地すべり、急傾斜地崩壊等の土砂災害の発生する恐れのある箇所が数多く存在しているため、土砂災害に対する安全度の相対的な低下を招いたことから、ひとたび土砂災害が発生した場合、甚大な災害となる危険性は増大している。

このような背景のもと、土砂災害に対する安全性の向上を図るため、ハード対策として通常砂防事業で23渓流において砂防施設の築造を進めるとともに、砂防修繕事業によって渓流保全工・砂溜工の浚渫等の施設維持及び修繕を実施した。

また、がけ崩れによる災害防止のため、保全人家5戸以上の急傾斜地崩壊危険箇所

14箇所において急傾斜地崩壊防止工事を実施した。

一方、ソフト対策では、土砂災害の恐れがある区域での開発抑制や警戒避難体制の整備を目的として、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等を指定するため、各土木事務所において基礎調査を実施し、平成28年度末までに土砂災害警戒区域8,345箇所、土砂災害特別警戒区域7,758箇所の指定を行った。合わせて、警戒避難体制の確立のため、気象庁と連携した土砂災害警戒情報の発表や、インターネットによる土砂災害の防災情報の提供等を実施している。

ア．事務執行概要

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	通常砂防費

(公共)


	社会資本整備総合交付金事業として、都市周辺の開発が著しい山畑川等全23渓流で通常砂防事業による、砂防えん堤工、渓流保全工を実施した。

　また、大規模宅地開発に関連して、谷川で住宅市街地基盤整備事業による渓流保全工事を実施した。


	　　　　　　　　　円

1,033,612,883

（予算執行機関執行）

平成27年度

891,440,030

平成26年度

815,020,278


	砂防法

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	通常砂防費

(単独)
	単独事業として、千早川左支渓で保全工事等を実施した。


	円

33,962,955
本課執行

7,993,400

予算執行機関執行

25,969,555
平成27年度
26,598,771

平成26年度

77,790,979


	砂防法

	急傾斜地崩壊

対策費

(公共)


	社会資本整備総合交付金として、南野六丁目地区等全14箇所で急傾斜地崩壊防止工事として、擁壁工、法枠工等を実施した。
	円

506,618,840

(予算執行機関執行) 
平成27年度

553,343,680

平成26年度
576,965,193


	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律



	急傾斜地崩壊

対策費

(単独)


	島の谷上地区等全5箇所で急傾斜地崩壊防止工事として擁壁工、法枠工等を実施した。


	円

59,140,540

（予算執行機関執行）


平成27年度

77,510,340

平成26年度

66,000,000


	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	砂防修繕費

(単独)
	砂防施設の延命化、機能維持を計るため緊急的に点検・補修を実施した。

	円

327,043,621

本課執行

43,632,144
予算執行機関執行

283,012,197

他部局執行

　  399,280　

平成27年度

320,227,844

平成26年度

313,571,956


	砂防法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

地すべり等防止法

	地すべり

対策費

（単独）
	野間西山地区等全2箇所で対策工の検討等を実施した。


	円

30,000,000

（予算執行機関執行）

平成27年度

－

平成26年度
－


	地すべり等防止法

	事業名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	土砂災害

対策費

(公共)


	土砂災害防止法に基づく基礎調査と情報基盤整備などを実施した。
	円

474,737,720

本課執行
170,127,000　
　予算執行機関執行
243,915,480　
他部局執行

　60,695,240　

平成27年度

　  1,541,054,840
平成26年度

615,986,320

	土砂災害特別警戒区域等における土砂災害防止対策の推進にかかる法律

	土砂災害

対策費

（単独）
	土砂災害防止法に基づく基礎調査及び市町村のがけ地近接等危険住宅移転事業に対する補助等を実施した。
	円

14,472,646

本課執行
1,237,000

予算執行機関執行
　　　 13,235,646

平成27年度

　　  14,081,164

平成26年度

　　  　2,951,345


	土砂災害特別警戒区域等における土砂災害防止対策の推進にかかる法律

	土砂崩落

対策費

（単独）
	砂防指定地内において、不法に積み上げられた土砂が崩落し、その応急対策と農地へ仮置きした土砂の処理及び農地の復旧を行った。
	円

77,000,298

（予算執行機関執行）

平成27年度

60,325,329
平成26年度

1,002,799,579

	


